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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第57期

第３四半期連結
累計期間

第58期
第３四半期連結
累計期間

第57期

会計期間
自平成26年３月１日
至平成26年11月30日

自平成27年３月１日
至平成27年11月30日

自平成26年３月１日
至平成27年２月28日

売上高 （千円） 15,349,832 16,296,203 21,606,275

経常利益 （千円） 1,013,288 1,289,028 1,269,330

四半期（当期）純利益 （千円） 755,566 820,070 1,102,907

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,183,631 284,734 2,281,814

純資産額 （千円） 17,309,164 18,035,631 17,804,727

総資産額 （千円） 23,899,533 25,355,868 25,074,888

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 40.12 42.70 58.49

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 40.00 42.24 58.18

自己資本比率 （％） 63.5 62.9 61.7

 
 

回次
第57期

第３四半期連結
会計期間

第58期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成26年９月１日
至平成26年11月30日

自平成27年９月１日
至平成27年11月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 22.82 13.14

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、全体としては景気の回復が継続している状況にあるものの、

ギリシャの債務問題の再燃や中国経済の失速への懸念が強まるなど、実体経済に与える影響について不安感が高

まる状況となりました。

わが国経済におきましては、個人消費マインドの持ち直しや企業の設備投資の増加が見られるなどの好材料は

あるものの、世界経済の影響を懸念する動きもあり、景気動向は足踏みをしている状況となりました。

当社グループの主要な取引先であります自動車産業界におきましては、生産の回復基調が鮮明となり、販売面

においても円安による輸出の増加など業績は好調に推移いたしました。また、一部では設備投資増加の動きも見

られるなど、関連業界においては成長・拡大への期待感も見え始めております。

こうした環境を鑑み、当社グループといたしましては、受注環境の変化により事業活動への負荷状況が厳しく

なるものと考え、納期、品質、原価などの面で製品競争力の強化を目指し、グループ全社での態勢強化に取り組

むことを方針とした活動を開始いたしました。

これらの活動のもと、取引先からの受注確保に努めた結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は162億

９千６百万円（前年同四半期比6.2％増）、営業利益９億８千２百万円（前年同四半期比26.3％増）、経常利益12

億８千９百万円（前年同四半期比27.2％増）、四半期純利益８億２千万円（前年同四半期比8.5％増）となりまし

た。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

①日本

自動車産業界における生産活動は堅調に推移しており、設備投資についても増加の動きが見られるなど工具需

要は回復基調で推移いたしました。

その結果、売上高は89億３千２百万円（前年同四半期比0.5％増）となり、セグメント利益は７億８百万円（前

年同四半期比35.6％増）となりました。

②アジア

前第３四半期連結累計期間にタイ関連会社を連結子会社化したため、当該子会社の業績が当第３四半期連結累

計期間における当セグメントの業績の主な増加要因となっており、売上高は44億５千７百万円（前年同四半期比

10.9％増）となりました。

また、セグメント利益につきましては、中国子会社の一般管理費の増加及びインドネシア子会社の労務費の増

加などにより１億５千８百万円（前年同四半期比21.3％減）となりました。

③北米・中米

北米においては自動車産業界における自動車生産の回復が鮮明となり、中米においては自動車産業界の積極的

な設備投資が見られ、工具の需要が増加いたしました。

その結果、売上高は17億６千６百万円（前年同四半期比34.3％増）となりました。

また、セグメント利益につきましては、転売商品の増加にともない売上原価が増加したことなどにより８千万

円（前年同四半期比6.7％減）となりました。

④オセアニア

当地域において販売しております住宅用断熱資材およびバブルバック製品につきましては、新製品である

フォーム材の需要が増加し、現地通貨ベースでは増収となりましたが、為替の影響により、売上高は８億２千４

百万円（前年同四半期比4.8％減）、セグメント利益は９百万円（前年同四半期は４千５百万円のセグメント損

失）となりました。

⑤その他

当地域におきましては、売上高は３億１千５百万円（前年同四半期比19.4％増）、セグメント利益は１千４百

万円（前年同四半期は１千６百万円のセグメント損失）となりました。
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(2)　財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の財政状態は、前連結会計年度末と比較して、総資産は２億８千万円増加して253

億５千５百万円となりました。

これは主に、現金及び預金２億６千３百万円、有価証券７億２千２百万円がそれぞれ増加したことなどによる

ものであります。

負債は前連結会計年度末と比較して、５千万円増加して73億２千万円となりました。

これは主に、短期借入金１億１千５百万円、賞与引当金２億１千３百万円がそれぞれ増加したものの、１年内

返済予定の長期借入金が２億８千７百万円減少したことなどによるものであります。

純資産は前連結会計年度末と比較して、２億３千万円増加して180億３千５百万円となりました。

これは主に、利益剰余金が７億７千８百万円増加したものの、為替換算調整勘定が５億７千８百万円減少した

ことなどによるものであります。

なお、当第３四半期連結会計期間の自己資本比率は62.9％となっております。

 

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4)　研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は６千４百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5)　従業員数

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数について著しい増減はありません。

 

(6)　生産、受注及び販売の実績

当第３四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売の実績について著しい変動はありません。

 

(7)　主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び前連結会計年度末における計画の著しい変

更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年１月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 21,533,891 21,533,891
名古屋証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 21,533,891 21,533,891 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年９月１日～

平成27年11月30日
－ 21,533,891 － 2,882,016 － 4,132,557

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成27年11月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式   2,213,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  19,138,000      19,138 －

単元未満株式 普通株式     182,891 － －

発行済株式総数           21,533,891 － －

総株主の議決権 －      19,138 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式308株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年11月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

富士精工株式会社
豊田市吉原町

平子26番地
2,213,000 － 2,213,000 10.28

計 － 2,213,000 － 2,213,000 10.28

（注）　当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は2,153,527株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年９月１日から平

成27年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年３月１日から平成27年11月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,123,728 4,387,043

受取手形及び売掛金 5,661,432 5,238,197

有価証券 841,682 1,563,762

商品及び製品 1,730,237 1,497,529

仕掛品 551,269 648,608

原材料及び貯蔵品 444,634 454,419

繰延税金資産 159,914 289,413

その他 182,497 341,067

貸倒引当金 △9,671 △50,133

流動資産合計 13,685,725 14,369,908

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,763,646 2,562,722

機械装置及び運搬具（純額） 3,873,700 3,615,068

土地 1,402,294 1,350,625

建設仮勘定 54,032 71,752

その他（純額） 209,796 190,853

有形固定資産合計 8,303,470 7,791,022

無形固定資産 250,036 224,652

投資その他の資産   

投資有価証券 2,644,227 2,788,791

長期貸付金 1,438 2,940

繰延税金資産 88,368 71,667

その他 136,598 141,863

貸倒引当金 △34,976 △34,976

投資その他の資産合計 2,835,655 2,970,285

固定資産合計 11,389,163 10,985,959

資産合計 25,074,888 25,355,868
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年11月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,420,548 1,387,936

短期借入金 502,591 617,897

1年内返済予定の長期借入金 495,336 207,547

未払法人税等 146,118 446,123

賞与引当金 128,222 341,873

役員賞与引当金 22,350 －

その他 1,407,285 1,250,088

流動負債合計 4,122,452 4,251,466

固定負債   

長期借入金 470,395 477,134

繰延税金負債 169,394 198,620

退職給付に係る負債 2,286,853 2,223,825

その他 221,064 169,190

固定負債合計 3,147,707 3,068,770

負債合計 7,270,160 7,320,236

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,882,016 2,882,016

資本剰余金 4,159,932 4,151,612

利益剰余金 8,337,045 9,115,177

自己株式 △705,212 △592,730

株主資本合計 14,673,780 15,556,074

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 594,122 673,984

為替換算調整勘定 821,947 243,712

退職給付に係る調整累計額 △621,115 △522,733

その他の包括利益累計額合計 794,954 394,963

新株予約権 40,584 32,890

少数株主持分 2,295,407 2,051,703

純資産合計 17,804,727 18,035,631

負債純資産合計 25,074,888 25,355,868
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年11月30日)

売上高 15,349,832 16,296,203

売上原価 11,818,955 12,456,480

売上総利益 3,530,877 3,839,723

販売費及び一般管理費 2,752,531 2,856,835

営業利益 778,345 982,888

営業外収益   

受取利息 30,301 33,357

受取配当金 14,145 16,347

持分法による投資利益 26,096 87,084

為替差益 129,094 77,228

その他 76,930 109,424

営業外収益合計 276,568 323,442

営業外費用   

支払利息 12,496 13,154

売上割引 4,056 192

その他 25,073 3,955

営業外費用合計 41,625 17,301

経常利益 1,013,288 1,289,028

特別利益   

固定資産売却益 2,026 1,302

投資有価証券売却益 1,450 －

負ののれん発生益 － 18,925

段階取得に係る差益 11,989 －

特別利益合計 15,465 20,228

特別損失   

固定資産除売却損 12,839 24,204

その他 231 －

特別損失合計 13,071 24,204

税金等調整前四半期純利益 1,015,682 1,285,052

法人税、住民税及び事業税 252,597 563,050

法人税等調整額 △33,991 △122,962

法人税等合計 218,606 440,088

少数株主損益調整前四半期純利益 797,075 844,963

少数株主利益 41,509 24,893

四半期純利益 755,566 820,070
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年11月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 797,075 844,963

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 182,694 78,765

為替換算調整勘定 205,801 △791,645

退職給付に係る調整額 － 111,984

持分法適用会社に対する持分相当額 △1,940 40,666

その他の包括利益合計 386,555 △560,229

四半期包括利益 1,183,631 284,734

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,055,771 420,079

少数株主に係る四半期包括利益 127,859 △135,345
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平

均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反

映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更にともなう影響額を利益剰余金

に加減しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が110,872千円減少し、利益剰余金が

110,872千円増加しております。

なお、当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（会計上の見積りの変更）

該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

（財政状態、経営成績又はキャッシュ・フローの状況に関する事項で、企業集団の財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の判断に影響を与えると認められる重要なもの）

該当事項はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれ

んの償却額は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年３月１日
至 平成26年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年３月１日
至 平成27年11月30日）

減価償却費 757,035千円 756,883千円

のれんの償却額 2,782 3,118
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成26年３月１日　至平成26年11月30日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月22日

定時株主総会
普通株式 56,459 ３ 平成26年２月28日 平成26年５月23日 利益剰余金

平成26年10月15日

取締役会
普通株式 56,452 ３ 平成26年８月31日 平成26年11月17日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額について、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成27年３月１日　至平成27年11月30日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月21日

定時株主総会
普通株式 94,848 ５ 平成27年２月28日 平成27年５月22日 利益剰余金

平成27年10月13日

取締役会
普通株式 57,961 ３ 平成27年８月31日 平成27年11月16日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額について、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成26年３月１日　至平成26年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３ 日本 アジア 北米・中米 オセアニア 計

売上高          

外部顧客への

売上高
8,884,846 4,019,308 1,315,975 865,644 15,085,775 264,057 15,349,832 － 15,349,832

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

1,381,420 606,613 1,238 － 1,989,273 10,463 1,999,736 △1,999,736 －

計 10,266,267 4,625,921 1,317,214 865,644 17,075,048 274,521 17,349,569 △1,999,736 15,349,832

セグメント利益又

は損失（△）
522,680 200,882 86,751 △45,763 764,550 △16,784 747,766 30,579 778,345

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州の現地法人の事業活動

であります。

 ２ セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

 ３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

第１四半期連結会計期間において、エフエスケータイランド株式会社の発行済株式を追加取得したことに

ともない、同社を新たに連結の範囲に含めたことによって、前連結会計年度の末日に比べて「アジア」のセ

グメント資産が1,641,489千円増加しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成27年３月１日　至平成27年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３ 日本 アジア 北米・中米 オセアニア 計

売上高          

外部顧客への

売上高
8,932,332 4,457,319 1,766,864 824,281 15,980,797 315,406 16,296,203 － 16,296,203

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

1,959,576 740,104 1,640 － 2,701,321 19,833 2,721,154 △2,721,154 －

計 10,891,909 5,197,423 1,768,504 824,281 18,682,119 335,239 19,017,358 △2,721,154 16,296,203

セグメント利益 708,863 158,102 80,910 9,260 957,135 14,249 971,384 11,503 982,888

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州の現地法人の事業活動

であります。

 ２ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

 ３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変

更しております。

なお、この変更によるセグメント利益に与える影響は軽微であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（有価証券関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎ならびに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年３月１日
至　平成26年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年３月１日
至　平成27年11月30日）

(1)１株当たり四半期純利益金額 40円12銭 42円70銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 755,566 820,070

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 755,566 820,070

普通株式の期中平均株式数（千株） 18,830 19,205

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 40円00銭 42円24銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 60 207

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

── ──

 
 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成27年10月13日開催の取締役会において、次のとおり当期中間配当を行うことを決議し、支払を行っておりま

す。

(イ）配当金の総額………………………………………57,961千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………３円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成27年11月16日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年１月12日

富士精工株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 松本　千佳　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 澤田　吉孝　　印

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている富士精工株式会

社の平成27年３月１日から平成28年２月29日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年９月１日から平成

27年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年３月１日から平成27年11月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、富士精工株式会社及び連結子会社の平成27年11月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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